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研究成果の概要（和文）： 持続可能な発展と人間開発について、ダスグプタによる持続可能な
発展論―福祉（well-being）の持続的向上とし、構成要素と決定要因の 2 側面から定義する―
を活用して理論的関係を明確に統合し、環境ガバナンスの理論的基礎になる Sustainable 
Human Development として定式化した。また、持続可能な地域発展の実現に整えられるべき
外部条件、グローバル化への地域からの適応の具体的様相と多様性を解明し、重層的ガバナン
スに理論的実践的示唆を得た。 
 
研究成果の概要（英文）：Sustainable development and human development are integrated 
into the new concept sustainable human development to develop the theoretical basis for 
environmental governance. Partha Dasgupta’s theory on sustainable development 
formulated as the continuous increase of per capita well-being, which is classified the 
constituents of well-being and determinants of well-being, is applied for the integration of 
the two concepts. Regional adaptation to the impact of economic globalization and its 
diversity are analyzed to clarify the conditions of multi-level environmental governance for 
sustainable regional development. 
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１．研究開始当初の背景 
グローバリゼーションの進展によって

様々な分野で地球的規模での一体化が進む
一方であるが、地球環境問題や金融危機に見
られるようないわゆるグローバル・イシュウ

を生み出しており、その問題解決への道筋は
まだ見えていない。しかも、その影響はグロ
ーバルに均質に現れるのではなく、ローカル
には不均質に現れることが問題を複雑にし、
解決策を見出すことを難しくしている。特に、
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今日の環境問題とそれに対応する環境ガバ
ナンスの様相は、持続可能な発展に向かう上
ではグローバル、リージョナル、ナショナル、
ローカルの各レベルで重層的かつ相互作用
的な構造を持つことが特徴である。それであ
るにもかかわらず、その重層的全体構造を把
握するという観点からの研究は学際的研究
にならざるを得ず、方法論的に未確立であっ
たこともあり、研究の蓄積は十分とは言えな
かった。こうした状況を念頭に、経済分析を
基礎におきつつ政治学・行政学、社会学、環
境学等の成果を摂取・統合化し持続可能な発
展のための環境ガバナンスの理論的基礎の
確立をめざすため研究を開始した。 
 
２．研究の目的 
本研究は、世界・各国・地域の経済発展は

持続可能な発展パターンに転換していかな
ければならないという認識を基礎において
いる。現状から持続可能な発展パターンへの
移行過程における重層的ガバナンスのあり
方に理論的基礎を与えるとともに、各論的な
研究成果を有機的に結合し再構成する実践
的会のための理論的示唆を提示することを
主たる目的にしている。経済学、政治学をは
じめ社会学、環境学等関連諸分野の既往研究
を収集・吟味し、気候変動問題やコモンズ管
理問題などの具体事例を素材として実証研
究を行う。さらに、実証研究の成果を活かし
つつ持続可能な発展の阻害要因を克服する
ものとして環境ガバナンスの位置づけと構
成を明確にする。具体的には、①非持続可能
で環境負荷の大きい発展パターン、言い換え
れば持続可能な発展を阻む経済メカニズム
の解明を行う、②そのもとでの気候変動政策
やコモンズ管理に見られる現代における重
層的環境ガバナンスの進展を概括した上で
その到達点の評価と課題抽出を行い、③目指
すべき持続可能な発展のための重層的環境
ガバナンスのあり方とそれを実現するため
の現状からの移行戦略を提示する、という課
題に応えるための理論的基礎を確立するこ
とを目的とする。 
 
３．研究の方法 
学際的総合研究として行うが、個別分野の

寄せ集めではなく、発展概念の見直しを基軸
においた統合化を図るところに方法論的特
徴がある。現状の発展パターンが環境負荷の
大きい非持続可能な発展パターンになって
いる、裏返せば持続可能な発展を阻害する経
済メカニズムを解明するために、経済学、政
治学をはじめとして社会学、環境学等関連諸
分野の既往研究を収集・吟味し批判的に摂取
する。その成果に基づいて、グローバリゼー
ションによる環境影響の各レベルにおける
現れ方の特徴づけに関する論点を整理する。

さらに、整理した論点毎に、グローバリゼー
ションの進展が環境影響をもたらず因果的
意味での経路について、気候変動問題やコモ
ンズ管理問題などの具体的事例を用いて検
証する。また同様の観点から、気候変動政策
やコモンズ管理システムを中心にして、現代
環境ガバナンスの進展・対抗策と到達点を評
価する。 

以上の作業を前提に、あるいは併行して、
具体的な研究課題を抽出するために、グロー
バル、リージョナル、ナショナル、ローカル
の各層における環境ガバナンスと重層的環
境ガバナンスの史的展開経過に関する既往
研究を収集・吟味する。そして、重層的環境
ガバナンスの類型化と各類型における課題
の特定化、各類型間の相互連関に関する論点
の整理を行う。さらに、上記重層的環境ガバ
ナンスの各類型を、上記で分析したグローバ
リゼーションによる環境影響とそれへの対
応を含む上記の具体的事例を用いて再検討
する。これを通じて、グローバル化した経済
メカニズムがもつ持続可能な発展を阻害す
るグローバル、リージョナル、ナショナル、
ローカルそれぞれの諸側面での現れに対し
て、重層的環境ガバナンスが持つ有効性と限
界を把握し、その展開過程と課題を理論化す
る。また、上記作業を通じて、持続可能な発
展のための重層的環境ガバナンスのあり方
の提示のために理論的仮説を検討・提示し、
６年間の研究成果を総括することで、持続可
能な発展の阻害要因を克服する重層的環境
ガバナンスを実現するための移行戦略につ
いて検討することを通じて、その具体的指針
のための基礎理論を提示する。 
 
４．研究成果 
基礎理論班が本特定領域研究において果

たすべき役割は、特定領域研究全体を貫く理
論的枠組みを提示することにあった。その役
割に照らして研究成果を整理するとすれば、
解明されなければならない課題は、大別すれ
ば次の 2つであったと思われる。1つは、「持
続可能な発展の重層的環境ガバナンス」を構
成する鍵概念である「持続可能な発展」、「重
層性」、「環境ガバナンス」という概念それ自
体を深め、より洗練されたものにするという
ことであり、もう 1つは、各研究班の研究成
果を貫く本特定領域研究全体の理論的枠組
みを構築するということであった。 
 いずれの課題についても貴重な研究成果
が上がっており、個々の研究者の成果を個別
的に取り上げると量的にも質的にも膨大に
なってしまうので、ここでは、上記 2つの課
題に関連して特定領域研究全体にとっても
重要であると考えられる点にしぼって整理
することにしたい。 
 1 つは、本特定領域研究の鍵概念のひとつ



である持続可能な発展の概念自体を関連す
る諸概念との比較を通じてより明確にする
とともに、ガバナンスとの関連を定式化でき
より操作可能な枠組みに進化させたことで
ある。持続可能な発展と時期的にもほぼ同じ
くして提起され国際機関などでも実践的に
活用されるようになった Human Development
概念と対比させながら、両者の区別と関連を
明確にした。Human Development 概念は、A.
センらによって主導された Development概念
の見直しに大きな影響を受けている。センが
提唱してきた Development 概念の見直しは、
福祉（well-being,アリストテレスのいう
good life に近い概念、生活の質とほぼ同義
とされている）を中心におくものである。従
来、持続可能な発展と Human Development は
相互にいかなる関係にあるか明らかではな
く、そのため、理論的に不明確な意思未解明
な部分が残るとともに、政策などの現場にお
いてはやや混乱していた。 
それに対して本研究では、P.ダスグプタや

K.アローらによる持続可能な発展理論との
接合を図ることによって両者の関係を明確
にし、統合的理解を可能にした。すなわち、
ダスグプタらによる持続可能な発展の定式
化は、まず持続可能な発展を福祉の持続的向
上と定義することから始まる。そして、生活
の質（福祉と同義）を生活の質の構成要素と
生活の質の決定要因という 2つの側面から定
義するが、そうすることによって、政策の情
報的基礎は飛躍的に向上するし、持続可能な
発展概念と Human Development 概念との区別
と関連も明らかにすることができる。すなわ
ち、Human Development が問題にしている
Development 概念の見直しとは、Development
の成果をどう評価するかという問題、すなわ
ち、Development によって何が達成できたの
か、それを評価する尺度の問題である。これ
は、ダスグプタのいう生活の質の構成要素、
つまり発展の帰結の評価問題に関係してい
る。 

しかし、従来の Development が問題視され
てきたのはその側面だけではなく、発展の基
盤を破壊するような―環境破壊はその典型
的な事例であり地球環境問題はその究極的
な形態である―Development のあり方の問題
でもある。これはダスグプタのいう生活の質
の決定要因にあたる問題であり、発展の基盤
や条件を持続する課題だと言える。以上を総
合すると、従来の持続可能な発展と Human 
Development との関係は明確になり、発展の
2 側面を合わせてあるべき発展パターンを定
式化するならば、今後は Sustainable Human 
Development と定式化して議論を展開すべき
だということになろう。 

持続可能な発展論と環境ガバナンス論を
接合する理論的基礎を検討してきたことに

なるが、以上の成果を敷衍するならば、二つ
の理論領域を統合する理論は、Sustainable 
Human Development 概念に基づくべきだとな
る。持続可能な発展はその具体化や政策化を
すすめる上で各論化傾向を持つが、同時に総
合性を持たなければ実践性が失われるゆえ
にその再統合が求められたのである。内発性
や進化性に着目した総合化の理念と手法の
明確化は今後の課題として残された面もあ
るが、そのための手がかりも Sustainable 
Human Development 概念から得ることができ
た。ガバナンス論との再構成と統合を考える
際にも、ビジョンよりも移行過程の理論化に
着目すべきことを指摘した。 
重層性について一言触れておきたい。グロ

ーバル、ナショナル、ローカルおよびリージ
ョナルな取り組みや課題の相互関係を明確
にすることは容易ではないが、本特定領域研
究では、持続可能な地域発展をすすめるとい
う立場から出発した場合に、その実現には、
ナショナルやグローバルにどのような条件
が整わなければならないか、また逆に、グロ
ーバリゼーションが進行する中で、地域にお
いてどういう取り組みがなぜ起こっている
か、現場での具体的様相とその多様性を解明
するというアプローチを取った。持続可能な
低炭素社会やローカル・コモンズ管理に基づ
く対抗戦略に着目した。重層的ガバナンスを
考える基礎的知見を集積できたと考えてい
る。 
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